
施行期日 平成 30年６月 15日 

住宅宿泊事業法（一部抜粋） 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、我が国における観光旅客の宿泊をめぐる状況に鑑み、住宅宿泊事業を営む者に

係る届出制度並びに住宅宿泊管理業を営む者及び住宅宿泊仲介業を営む者に係る登録制度

を設ける等の措置を講ずることにより、これらの事業を営む者の業務の適正な運営を確保し

つつ、国内外からの観光旅客の宿泊に対する需要に的確に対応してこれらの者の来訪及び滞

在を促進し、もって国民生活の安定向上及び国民経済の発展に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「住宅」とは、次の各号に掲げる要件のいずれにも該当する家屋をいう。 

一 当該家屋内に台所、浴室、便所、洗面設備その他の当該家屋を生活の本拠として使用するた

めに必要なものとして国土交通省令・厚生労働省令で定める設備が設けられていること。 

二 現に人の生活の本拠として使用されている家屋、従前の入居者の賃貸借の期間の満了後新

たな入居者の募集が行われている家屋その他の家屋であって、人の居住の用に供されてい

ると認められるものとして国土交通省令・厚生労働省令で定めるものに該当すること。 

２ この法律において「宿泊」とは、寝具を使用して施設を利用することをいう。 

３ この法律において「住宅宿泊事業」とは、旅館業法（昭和二十三年法律第百三十八号）第三

条の二第一項に規定する営業者以外の者が宿泊料を受けて住宅に人を宿泊させる事業であ

って、人を宿泊させる日数として国土交通省令・厚生労働省令で定めるところにより算定し

た日数が一年間で百八十日を超えないものをいう。 

４ この法律において「住宅宿泊事業者」とは、次条第一項の届出をして住宅宿泊事業を営む者

をいう。 

５ この法律において「住宅宿泊管理業務」とは、第五条から第十条までの規定による業務及び

住宅宿泊事業の適切な実施のために必要な届出住宅（次条第一項の届出に係る住宅をいう。

以下同じ。）の維持保全に関する業務をいう。 

６ この法律において「住宅宿泊管理業」とは、住宅宿泊事業者から第十一条第一項の規定によ

る委託を受けて、報酬を得て、住宅宿泊管理業務を行う事業をいう。 

７ この法律において「住宅宿泊管理業者」とは、第二十二条第一項の登録を受けて住宅宿泊管

理業を営む者をいう。 

８ この法律において「住宅宿泊仲介業務」とは、次に掲げる行為をいう。 

一 宿泊者のため、届出住宅における宿泊のサービスの提供を受けることについて、代理して契

約を締結し、媒介をし、又は取次ぎをする行為 

二 住宅宿泊事業者のため、宿泊者に対する届出住宅における宿泊のサービスの提供について、

代理して契約を締結し、又は媒介をする行為 

９ この法律において「住宅宿泊仲介業」とは、旅行業法（昭和二十七年法律第二百三十九号）

第六条の四第一項に規定する旅行業者（第十二条及び第六十七条において単に「旅行業者」

という。）以外の者が、報酬を得て、前項各号に掲げる行為を行う事業をいう。この法律にお

いて「住宅宿泊仲介業者」とは、第四十六条第一項の登録を受けて住宅宿泊仲介業を営む者

をいう。 

 

 

 



第二章 住宅宿泊事業 

第一節 届出等 

（届出） 

第三条 都道府県知事（保健所を設置する市又は特別区（以下「保健所設置市等」という。）であっ

て、その長が第六十八条第一項の規定により同項に規定する住宅宿泊事業等関係行政事務を

処理するものの区域にあっては、当該保健所設置市等の長。第七項並びに同条第一項及び第

二項を除き、以下同じ。）に住宅宿泊事業を営む旨の届出をした者は、旅館業法第三条第一

項の規定にかかわらず、住宅宿泊事業を営むことができる。 

 

第二節 業務 

（宿泊者の衛生の確保） 

第五条 住宅宿泊事業者は、届出住宅について、各居室（住宅宿泊事業の用に供するものに限る。第

十一条第一項第一号において同じ。）の床面積に応じた宿泊者数の制限、定期的な清掃その

他の宿泊者の衛生の確保を図るために必要な措置であって厚生労働省令で定めるものを講

じなければならない。 

（宿泊者の安全の確保） 

第六条 住宅宿泊事業者は、届出住宅について、非常用照明器具の設置、避難経路の表示その他の火

災その他の災害が発生した場合における宿泊者の安全の確保を図るために必要な措置であ

って国土交通省令で定めるものを講じなければならない。 

（外国人観光旅客である宿泊者の快適性及び利便性の確保） 

第七条 住宅宿泊事業者は、外国人観光旅客である宿泊者に対し、届出住宅の設備の使用方法に関す

る外国語を用いた案内、移動のための交通手段に関する外国語を用いた情報提供その他の外

国人観光旅客である宿泊者の快適性及び利便性の確保を図るために必要な措置であって国

土交通省令で定めるものを講じなければならない。 

（宿泊者名簿の備付け等） 

第八条 住宅宿泊事業者は、国土交通省令・厚生労働省令で定めるところにより届出住宅その他の国

土交通省令・厚生労働省令で定める場所に宿泊者名簿を備え、これに宿泊者の氏名、住所、

職業その他の国土交通省令・厚生労働省令で定める事項を記載し、都道府県知事の要求があ

ったときは、これを提出しなければならない。 

２ 宿泊者は、住宅宿泊事業者から請求があったときは、前項の国土交通省令・厚生労働省令で

定める事項を告げなければならない。 

（周辺地域の生活環境への悪影響の防止に関し必要な事項の説明） 

第九条 住宅宿泊事業者は、国土交通省令・厚生労働省令で定めるところにより、宿泊者に対し、騒

音の防止のために配慮すべき事項その他の届出住宅の周辺地域の生活環境への悪影響の防

止に関し必要な事項であって国土交通省令・厚生労働省令で定めるものについて説明しなけ

ればならない。 

２ 住宅宿泊事業者は、外国人観光旅客である宿泊者に対しては、外国語を用いて前項の規定に

よる説明をしなければならない。 

（苦情等への対応） 

第十条 住宅宿泊事業者は、届出住宅の周辺地域の住民からの苦情及び問合せについては、適切かつ

迅速にこれに対応しなければならない。 



（住宅宿泊管理業務の委託） 

第十一条 住宅宿泊事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、国土交通省令・厚生労働省令

で定めるところにより、当該届出住宅に係る住宅宿泊管理業務を一の住宅宿泊管理業者に

委託しなければならない。ただし、住宅宿泊事業者が住宅宿泊管理業者である場合におい

て、当該住宅宿泊事業者が自ら当該届出住宅に係る住宅宿泊管理業務を行うときは、この

限りでない。 

一 届出住宅の居室の数が、一の住宅宿泊事業者が各居室に係る住宅宿泊管理業務の全部を

行ったとしてもその適切な実施に支障を生ずるおそれがないものとして国土交通省令・

厚生労働省令で定める居室の数を超えるとき。 

二 届出住宅に人を宿泊させる間、不在（一時的なものとして国土交通省令・厚生労働省令で

定めるものを除く。）となるとき（住宅宿泊事業者が自己の生活の本拠として使用する住

宅と届出住宅との距離その他の事情を勘案し、住宅宿泊管理業務を住宅宿泊管理業者に

委託しなくてもその適切な実施に支障を生ずるおそれがないと認められる場合として国

土交通省令・厚生労働省令で定めるときを除く。）。 

２ 第五条から前条までの規定は、住宅宿泊管理業務の委託がされた届出住宅において住宅

宿泊事業を営む住宅宿泊事業者については、適用しない。 

（宿泊サービス提供契約の締結の代理等の委託） 

第十二条 住宅宿泊事業者は、宿泊サービス提供契約（宿泊者に対する届出住宅における宿泊のサー

ビスの提供に係る契約をいう。）の締結の代理又は媒介を他人に委託するときは、住宅宿

泊仲介業者又は旅行業者に委託しなければならない。 

（標識の掲示） 

第十三条 住宅宿泊事業者は、届出住宅ごとに、公衆の見やすい場所に、国土交通省令・厚生労働省

令で定める様式の標識を掲げなければならない。 

（都道府県知事への定期報告） 

第十四条 住宅宿泊事業者は、届出住宅に人を宿泊させた日数その他の国土交通省令・厚生労働省令

で定める事項について、国土交通省令・厚生労働省令で定めるところにより、定期的に、

都道府県知事に報告しなければならない。 

 

第三章 住宅宿泊管理業 

第一節 登録 

（登録） 

第二十二条 住宅宿泊管理業を営もうとする者は、国土交通大臣の登録を受けなければならない。 

 

第二節 業務 

（業務処理の原則） 

第二十九条 住宅宿泊管理業者は、信義を旨とし、誠実にその業務を行わなければならない。 

（名義貸しの禁止） 

第三十条 住宅宿泊管理業者は、自己の名義をもって、他人に住宅宿泊管理業を営ませてはならない。 

（誇大広告等の禁止） 

第三十一条 住宅宿泊管理業者は、その業務に関して広告をするときは、住宅宿泊管理業者の責任に

関する事項その他の国土交通省令で定める事項について、著しく事実に相違する表示を

し、又は実際のものよりも著しく優良であり、若しくは有利であると人を誤認させるよ



うな表示をしてはならない。 

（不当な勧誘等の禁止） 

第三十二条 住宅宿泊管理業者は、次に掲げる行為をしてはならない。 

一 管理受託契約（住宅宿泊管理業務の委託を受けることを内容とする契約をいう。以下

同じ。）の締結の勧誘をするに際し、又はその解除を妨げるため、住宅宿泊管理業務を

委託し、又は委託しようとする住宅宿泊事業者（以下「委託者」という。）に対し、当

該管理受託契約に関する事項であって委託者の判断に影響を及ぼすこととなる重要な

ものにつき、故意に事実を告げず、又は不実のことを告げる行為二前号に掲げるものの

ほか、住宅宿泊管理業に関する行為であって、委託者の保護に欠けるものとして国土交

通省令で定めるもの 

（住宅宿泊管理業務の再委託の禁止） 

第三十五条 住宅宿泊管理業者は、住宅宿泊事業者から委託された住宅宿泊管理業務の全部を他の者

に対し、再委託してはならない。 

（証明書の携帯等） 

第三十七条 住宅宿泊管理業者は、国土交通省令で定めるところにより、その業務に従事する使用人

その他の従業者に、その従業者であることを証する証明書を携帯させなければ、その者

をその業務に従事させてはならない。 

２ 住宅宿泊管理業者の使用人その他の従業者は、その業務を行うに際し、住宅宿泊事業者

その他の関係者から請求があったときは、前項の証明書を提示しなければならない。 

第四章 住宅宿泊仲介業 

第一節 登録 

（登録） 

第四十六条 観光庁長官の登録を受けた者は、旅行業法第三条の規定にかかわらず、住宅宿泊仲介業

を営むことができる。 

 

第二節 業務 

（業務処理の原則） 

第五十三条 住宅宿泊仲介業者は、信義を旨とし、誠実にその業務を行わなければならない。 

（名義貸しの禁止） 

第五十四条 住宅宿泊仲介業者は、自己の名義をもって、他人に住宅宿泊仲介業を営ませてはならな

い。 

（住宅宿泊仲介業務に関する料金の公示等） 

第五十六条 住宅宿泊仲介業者は、その業務の開始前に、国土交通省令で定める基準に従い、宿泊者

及び住宅宿泊事業者から収受する住宅宿泊仲介業務に関する料金を定め、国土交通省

令で定めるところにより、これを公示しなければならない。これを変更しようとする

ときも、同様とする。 

２ 住宅宿泊仲介業者は、前項の規定により公示した料金を超えて料金を収受してはな

らない。 

（不当な勧誘等の禁止） 

第五十七条 住宅宿泊仲介業者は、次に掲げる行為をしてはならない。 



一 住宅宿泊仲介契約の締結の勧誘をするに際し、又はその解除を妨げるため、宿泊者に対

し、当該住宅宿泊仲介契約に関する事項であって宿泊者の判断に影響を及ぼすこととな

る重要なものにつき、故意に事実を告げず、又は不実のことを告げる行為 

二 前号に掲げるもののほか、住宅宿泊仲介業に関する行為であって、宿泊者の保護に欠け

るものとして国土交通省令で定めるもの 

（違法行為のあっせん等の禁止） 

第五十八条 住宅宿泊仲介業者又はその代理人、使用人その他の従業者は、その行う住宅宿泊仲介業

務に関連して、次に掲げる行為をしてはならない。 

一 宿泊者に対し、法令に違反する行為を行うことをあっせんし、又はその行為を行うこと

に関し便宜を供与すること。 

二 宿泊者に対し、法令に違反するサービスの提供を受けることをあっせんし、又はその提

供を受けることに関し便宜を供与すること。 

三 前二号のあっせん又は便宜の供与を行う旨の広告をし、又はこれに類する広告をするこ

と。 

四 前三号に掲げるもののほか、宿泊者の保護に欠け、又は住宅宿泊仲介業の信用を失墜さ

せるものとして国土交通省令で定める行為 

 


